
平成３０年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No ２５ 府 省 庁 名  国土交通省            

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（都市計画税） 

要望 

項目名 
鉄道事業者等が駅のバリアフリー化により取得した償却資産等に係る課税標準の特例措置の延長 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

鉄道事業者等が取得するホームドアシステム及びその設置に係る償却資産 
（１日あたりの利用者数１０万人以上の駅又は１日あたりの利用者数１０万人以上の駅を含む路線の駅、高齢者・障害者等の移動等の

円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法）に基づく市町村が作成する基本構想に位置付づけられた駅） 

鉄道事業者等が取得するエレベーター及びその設置に係る家屋及び償却資産 
（１日あたりの利用者数３千人以上の駅） 

 

・特例措置の内容 

固定資産税及び都市計画税：課税標準５年度分２／３ 

 

関係条文 

地方税法附則第１５条第３２項 

 地方税法施行令附則第１１条第３２項、第３３項及び第３４項 

 地方税法施行規則附則第６条第５５項及び第５６項 

減収 

見込額 

［初年度］    ―  （ ▲１２９ ）  ［平年度］     ― （ ▲３１８ ） 

［改正増減収額］ ―                             （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

高齢化が進む我が国において、高齢者、障害者等の自立した日常生活や社会参加の機会を確保するため、

高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動する際の利便性・安全性を高める施策を講じることが喫緊

の課題となっていることから、バリアフリー法に基づき鉄道をはじめとする公共交通機関のバリアフリー化

を推進している。 

また、同法に基づく移動等円滑化の促進に関する基本方針や交通政策基本計画において、各施設に係る平

成３２年度末までの整備目標を定め、当該基本方針等に基づき、１日あたりの利用者数１０万人以上の駅に

おけるホームドアシステムの導入による転落防止、及び３千人以上の駅におけるエレベーターの設置等によ

る段差解消を促進し、公共交通機関のバリアフリー化を一層推進する。 

（２）施策の必要性 

バリアフリー化に伴う駅施設及び車両の整備は、鉄道事業者等にとってはその整備費用がかさむ一方、直

接的な需要増には結びつかない投資であるため、バリアフリー法に基づき鉄道駅等におけるエレベーターの

設置による段差解消等については、国・地方公共団体の支援とともに取組が行われているところ。 

現在、平成３２年度末を整備目標とする基本方針や交通政策基本計画等に基づき、利用者数１０万人以上

の駅においてホームドアシステムを早期に導入するなど、目標の達成に向けて、的確に対応することが必要

である。 

他方、これらの整備を行う鉄道事業者等は、これまでに整備を重ねてきたエレベーター等のバリアフリー

施設の維持管理のための負担が一層増大するとともに、それらの施設を更新するための費用も発生している

ところであり、更なるバリアフリー化のための設備投資のインセンティブとして、本特例措置を継続するこ

とが必要不可欠である。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

－ 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

政策目標２：良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社会の実現 

施策目標３：総合的なバリアフリー化を推進する 

○１日当たりの利用者数１０万人以上の鉄道駅等におけるホームドアの優先的な整備 

社会資本整備重点計画（平成２４年８月３１日閣議決定） 

交通政策基本計画（平成２７年２月１３日閣議決定） 

政策の 

達成目標 

〇公共施設等のバリアフリー化率（②段差解消をした旅客施設の割合） 

目標値：１００％（平成３２年度） 

「移動等円滑化の促進に関する基本方針」（平成２３年国家公安委員会・総務省・国土交通省告

示第１号） 

〇ホームドアの設置駅数 目標値：平成２５年度 ５８３駅 ⇒ 平成３２年度 約８００駅 

 「交通政策基本計画」（平成２７年２月１３日閣議決定） 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

２年間（平成３０年度から平成３１年度） 

同上の期間中

の達成目標 

〇公共施設等のバリアフリー化率（②段差解消をした旅客施設の割合） 

目標値： 約９７％（平成３１年度） 

 

 

〇ホームドアの設置駅数 目標値：平成３１年度 約７７３駅 

政策目標の 

達成状況 

業績指標１５：公共施設等のバリアフリー化率（②段差解消をした旅客施設の割合） 

     実績値：８６％（平成２７年度） 

公共施設等のバリアフリー化率（③ホームドアの設置駅数） 

実績値：６６５駅（平成２７年度） 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

 ２３事業者（平成３０年度及び平成３１年度にエレベーターの設置又はホームドアシステム

の導入を予定しており、本税制の適用を受けると見込まれる事業者数） 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

公共交通施設のバリアフリー化については、施設等の整備・導入時に多大な費用がかさむ上、

取得した施設等の維持管理にも継続的にコストが生じるものである。このため、取得した資産

に係る固定資産税等を減額することにより、鉄道事業者等の負担が軽減されることから、更な

るバリアフリー化施設等の整備・導入に対するインセンティブになるものである。 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

－ 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

地域公共交通確保維持改善事業：約２８２億円の内数（平成３０年度予算要求） 

鉄道駅総合改善事業：約３６億円の内数（平成３０年度予算要求） 

都市鉄道整備事業費：約７１億円の内数（平成３０年度予算要求） 

訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業：約８８億円の内数（平成３０年度予算要求） 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

公共交通施設のバリアフリー化については、ホームドアの設置等の一層の機能の向上が求め

られている一方、過去に整備したエレベーター等に係る維持管理費用が増加している状況にあ

る。 

上記予算措置は施設等を取得する際に活用されることを想定している一方、本特例措置は、

取得した施設等の維持管理に係る負担を軽減するものである。 

要望の措置の 

妥当性 

ホームドアシステムの導入等、バリアフリー化施設の整備には多額の投資費用がかかる上、

施設の維持・管理にも費用がかかるため、これらに対する鉄道事業者等の投資を促進するため

には、予算措置により施設の取得に係る負担（イニシャルコスト）を軽減するとともに、本特

例措置によって施設の維持管理に係る負担（ランニングコスト）の軽減によるインセンティブ

を与えることが必要である。 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

・平成２４年度実績   ０百万円 

・平成２５年度実績   ５百万円（ ５事業者） 

・平成２６年度実績  ２４百万円（１１事業者） 

・平成２７年度実績  ３８百万円（１５事業者） 

・平成２８年度実績  ６９百万円（ ９事業者） 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

                                   （単位：千円） 

              平成２５年度     平成２６年度    平成２７年度 

課税標準（固定資産税）   ３８５，９８４   １，６２６，１５６ ２，７０４，５９８ 

（都市計画税）    ４７９，５２    １５１，６６１   １８０，４９８ 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

本特例措置を通じて、エレベーターの設置やホームドアシステムの導入に伴い取得した設備

等の維持管理に係る負担が軽減されることから、更なるバリアフリー化を進めるためのインセ

ンティブとして有効である。 

前回要望時の 

達成目標 

〇公共施設等のバリアフリー化率（②段差解消をした旅客施設の割合） 

目標値： ８８％（平成２８年度） 

「移動等円滑化の促進に関する基本方針」（平成２３年国家公安委員会・総務省・国土交通省

告示第１号） 

〇ホームドアの設置数 平成２８年度 ６９１駅 

 「交通政策基本計画」（平成２７年２月１３日閣議決定） 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

○段差解消をした旅客施設の割合 

  ８６％（平成２７年度） 

○ホームドアの設置数 

６６５駅（平成２７年度） 

※毎年度の実績値は翌年度の１０月頃に集計 

これまでの要望経緯 

平成２４年度 新設 

平成２６年度 延長 

平成２８年度 延長・拡充：ホームドアの適用要件として、「１日あたりの利用者数１０万人以上の駅を含む路

線の駅」、及び「高齢者・障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基づ

き策定された移動等円滑化基本構想に位置づけられた駅」に拡充 
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